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Ⅰ 市町村ガイドラインの位置づけ 

１ 目 的 

本ガイドラインは、平成30年７月豪雨における災害廃棄物処理対応で得られた経験や課

題等を踏まえ、市町村及び一部事務組合（以下「市町村等」という。）の災害廃棄物処理担

当者が発災時に実施する廃棄物処理対応の具体的な業務内容と手順を定めたものである。 

各市町村等では，これを基にそれぞれの組織体制や災害廃棄物処理体制に応じてマニュア

ルを作成し、災害発生時に円滑かつ迅速な災害廃棄物処理を行うことを目的としている。 

 

２ 位置づけ 

本ガイドラインは、平成30年７月豪雨を踏まえて令和２年３月に改訂を行った岡山県災

害廃棄物処理計画、及び令和７年２月に見直した「岡山県災害廃棄物処理対策業務マニュア

ル」と整合を図り作成したものである。 

災害発生時には、各市町村が災害廃棄物処理計画（以下「処理計画」という）を策定して

いる場合、処理計画に基づき、災害廃棄物処理を行うことが基本となる。 

しかし、処理計画は、実際の災害廃棄物処理対応における具体的な業務やその実施手順ま

では、記載されていない場合も多い。そこで、本ガイドラインには、市町村の災害廃棄物処

理担当者が災害発生時に実施する業務について、実施時期、実施主体、実施内容、手順等を

示している。 

ただし、市町村によって、平時の廃棄物処理体制や、災害廃棄物処理体制等が異なると考

えられる。そのため、各市町村で、それぞれの状況や処理計画の記載内容を踏まえ、本ガイ

ドラインの適切な書き換え・追記等を行うことにより、各市町村の状況に応じたマニュアル

を作成することを前提としている。 

 

３ 市町村ガイドラインの活用方法 

 市町村ガイドラインの構成 

本ガイドラインは、市町村等の災害廃棄物処理担当者が災害発生時に実施すると考えられ

る業務について、その業務内容によって９項目に大別するとともに、各大項目の業務の中か

ら、広報にかかる内容のみを抽出したものを大項目「広報」とし、計10の大項目で構成し

ている。 

各大項目では、さらに業務内容を細分化し、細分化した各業務の実施目的や実施手順、そ

の業務を実施するために必要な資源（資機材）等を整理した。 

 各業務における記載事項と書き換え・追記の考え方 

本ガイドラインの内容については、各市町村が、平時に、各市町村の状況を踏まえ、適切

な書き換え・追記等を行うことを想定している。 
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本ガイドラインを基に市町村災害廃棄物処理マニュアルを作成する際の書き換え・追記の

視点として、主に下記の点が考えられる。 

①全体構成について 

本ガイドラインは、市町村の災害廃棄物処理担当者が災害発生時に実施すると考えられ

る主な業務を網羅するために、平時に一部事務組合に業務を移譲していない市町村を想定

して作成している。 

一部事務組合に廃棄物処理にかかる事務の一部を移譲している市町村では、一部事務組合

との役割分担についても整理しておく必要がある。 

②各業務の記載内容について 

各業務の、主な記載内容と、各市町村で書き換え・追記を行う際の視点は下記のとおりで

ある。 

 

記載項目 記載内容 書き換え・追記の視点 

①業務の基本的な 

考え方・実施目的 

○災害廃棄物処理業務の中で当該

業務を実施する目的 

○各項目で実施する業務の概要 

○実施手順等で、書き換え・追記す

る内容があれば、適宜反映する。 

②
実
施
手
順 

a）時期 ○各手順の業務内容を実施する時

期の目安 

○４つの時間区分（プレ初動／初動

／応急／復旧・復興）から、該当

時期を星取表で示している 

○岡山県災害廃棄物処理計画（以

下、「県計画」）及び岡山県災害

廃棄物処理マニュアル（以下、「県

マニュアル」）との整合をとって

いるが、より早い段階で着手すべ

き業務があれば、適宜、変更する。 

b）実施主体 ○各手順を実施する主体 

○本ガイドラインでは、「廃棄物部

局」と想定される担当を記載 

○各市町村の体制に応じて、担当の

変更や場合によっては「出先」や

「組合」に変更する。 

c）業務内容の

詳細、留意事

項 

○各項目の具体的な手順と、各手順

ごとチェック内容や留意事項 

○各市町村の業務体制・連絡体制等

に応じ、適宜、書き換え・追記等

を行う。 

○県への報告等については、県マニ

ュアルとの整合を取っているた

め、変更しない。 

③必要資源 

（資機材等） 

○各項目の業務を実施するために

必要と考えられる資機材等の必

要資源 

○各市町村の状況を踏まえて、書き

換え・追記を行う。 

○右上に※印のある様式は，県様式

であるため、変更しない。 

④連絡先 ○各項目の業務を実施するために、

連絡を取る相手先 

○想定される連絡相手を一般化し

て記載している 

○個別の連絡先を記入する箇所は

空欄としている 

○各市町村の組織体制等を踏まえ、

適切な名称等に変更する。 

⑤協定締結先 ○業務を実施するうえで支援要請

等が考えられる協定の締結先 

○県関与及び想定される協定締結

先を記載している 

○各市町村で締結している協定内

容を踏まえ、可能な限り具体的に

記載する。 
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災害発生時の業務 記載内容（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③様式等について 

本ガイドラインには、別紙１～２、様式１～１３及び支援ツールが付属している。 

この様式等について、一部は各市町村の状況を踏まえ、平時にあらかじめ記入し、必要

に応じて、関係者間で共有する。 

  



Ⅰ 市町村ガイドラインの位置づけ 

4 

 

２ 市町村の役割（参考例示） 

（1）役割分担 

災害廃棄物処理にあたって、統括者と４つの担当に分けて対応する。それぞれの主な役割

は下記のとおりである。 

 

 

担当 主な役割 担 当（例） 

統括者 全体統括 

・災害体制移行への発令 

・組織体制の構築 

・各業務の方針決定 

正：課長 

副：課長補佐 

総務担当 ・職員の参集状況の確認と人員配置 

・災害対策本部との連絡 

・災害廃棄物等対策の全体進行管理と調整 

・県及び他市町村等との連絡 

・住民への広報と相談の受付 

・支援の要請に関すること 

正：課長補佐 

副：担当者 A 

し尿処理担当 ・し尿処理に係る計画の策定 

・仮設トイレの設置・維持管理・撤去 

・し尿の収集・処理に関すること 

正：担当者 B 

副：応援職員 等 

生活ごみ処理

担当 

・ごみ処理に係る計画の策定（粗大ごみ、資源ご

みを含む） 

・避難所及び一般家庭から排出されるごみの収

集・処理に関すること 

正：係長 A 

副：担当者 C 

 

災害廃棄物処

理担当 

・片づけごみの収集・処理に関すること 

・災害廃棄物処理実行計画の策定 

・仮置場の管理運営 

・家屋等の解体撤去申請受付事務 

・家屋等の解体撤去に伴い発生する災害廃棄物の

仮保管、再利用・再資源化、中間処理、最終処

分に関すること 

正：係長 B 

副：応援職員 等 
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（2）本ガイドラインにおける主な分担 

上記の役割をふまえ、本ガイドラインにおける各担当の担当を示す。なお、下表は主な担

当であり、他の担当分も含めて役場を挙げて災害廃棄物処理を実施することが重要である。 

 

大項目 中項目 
統
括
者 

総
務
担
当 

し
尿
処
理
担
当 

生
活
ご
み
処
理
担
当 

災
害
廃
棄
物 

処
理
担
当 

１ 組織体制及び指
揮命令系統等の確
立・見直し 

(1)組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制の
確立 

○ ○    

(2)組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制の
見直し 

○ ○    

２ 情報収集・連絡 

(1)建物、人等に関する被害情報の収集  ○    

(2)一般廃棄物処理施設等の被害状況に関する情
報収集 

 ○ ○ ○ ○ 

(3)災害廃棄物等の発生（被害）状況の情報収集  ○   ○ 

(4)仮置場候補地の被害等に関する情報収集  ○   ○ 

(5)協定締結団体の被害等に関する情報収集  ○ ○ ○ ○ 

(6)県職員（リエゾン）の受入れ・連携  ○    

３ 生活ごみ・避難
所ごみ・し尿の収
集運搬体制の確保 

(1)生活ごみ・避難所ごみの収集運搬体制の確保 ○ ○  ○  

(2)し尿の収集運搬体制の確保 ○ ○ ○   

４ 災害廃棄物の処
理体制の確保 

(1)災害廃棄物の発生量の把握・推計     ○ 

(2)災害廃棄物の回収方法の検討（仮置場の確保）  ○ ○   ○ 

(3)仮置場の開設 ○ ○   ○ 

(4)仮置場の管理・運営     ○ 

(5)災害廃棄物の回収方法の検討（収集運搬体制の
確保） 

○    ○ 

(6)災害廃棄物の処分等 ○    ○ 

(7)思い出の品等の保管・管理  ○   ○ 

５ 支援要請及び受
援体制の構築 

(1)支援要請及び受援体制の構築  ○ ○    

(2)環境省（D.Waste-Net）への支援要請 ○ ○    

(3)県、市町村、国、関係事業者団体等による会議
の開催（必要に応じて） 

 ○    
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大項目 中項目 
統
括
者 

総
務
担
当 

し
尿
処
理
担
当 

生
活
ご
み
処
理
担
当 

災
害
廃
棄
物 

処
理
担
当 

６ 損壊家屋等の公
費解体 

(1)公費解体に係る方針決定  ○ ○   ○ 

(2)住民への広報等  ○   ○ 

(3)申請受付     ○ 

(4)建物確認・調査     ○ 

(5)解体の実施     ○ 

７ 災害廃棄物処理
対応の記録 

(1)災害廃棄物処理対応の記録  ○ ○ ○ ○ 

８ 災害等補助金申請 
(1)災害査定  ○    

(2)交付申請等  ○    

９ 災害廃棄物の処
理に関する事務の
委託 

(1)事務委託手続 ○ ○    

10 広報（再掲）   ○    
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（3）タイムライン 

 

大項目 中項目 
プ
レ
初
動 

初動 応急 

復
旧
・
復
興 

24
時
間 

３
日 

１
週
間 

３
週
間 

３
週
間
以
上 

１ 組織体制及び指揮命
令系統等の確立・見
直し 

(1)組織体制、指揮命令系統、情報収
集・連絡体制の確立 

       

(2)組織体制、指揮命令系統、情報収
集・連絡体制の見直し 

       

２ 情報収集・連絡 

(1)建物、人等に関する被害情報の
収集 

       

(2)一般廃棄物処理施設等の被害
状況に関する情報収集 

       

(3)災害廃棄物等の発生（被害）状
況の情報収集  

       

(4)仮置場候補地の被害等に関す
る情報収集  

       

(5)協定締結団体の被害等に関す
る情報収集 

       

(6)県職員（リエゾン）の受入れ、
連携 

       

3 生活ごみ・避難所
ごみ・し尿の収集運
搬体制の確保 

(1)生活ごみ・避難所ごみの収集運
搬体制の確保 

       

(2)し尿の収集運搬体制の確保 
       

４ 災害廃棄物の処理
体制の確保 

(1)災害廃棄物の発生量の把握・推
計 

       

(2)災害廃棄物の回収方法の検討
（仮置場の確保） 

       

(3)仮置場の開設 
       

(4)仮置場の管理・運営 
       

(5)災害廃棄物の回収方法の検討
（収集運搬体制の確保） 

       

(6)災害廃棄物の処分等 
       

(7)思い出の品等の保管・処理 
       

５  支援要請及び受
援体制の構築 

(1)支援要請及び受援体制の構築        

(2) 環境省（D.Waste-Net）への
支援要請 

       

(3) 県、市町村、国、関係事業者団
体等による会議の開催（必要に
応じて） 
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大項目 中項目 
プ
レ
初
動 

初動 応急 

復
旧
・
復
興 

24
時
間 

３
日 

１
週
間 

３
週
間 

３
週
間
以
上 

６ 損壊家屋等の公
費解体 

(1)公費解体に係る方針決定 
       

(2)住民への広報等 
       

(3)申請受付 
       

(4)建物確認・調査 
       

(5)解体の実施 
       

７  災害廃棄物処理
対応の記録 

(1)災害廃棄物処理対応の記録 
       

８ 災害等補助金申請 
(1)災害査定 

       

(2)交付申請等 
       

９  災害廃棄物の処
理に関する事務
の委託 

(1)事務委託手続 

       

10 広報（再掲）  
       

※「プレ初動」は、主に風水害、土砂災害等の気象予警報が発表された場合 
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Ⅱ 平時の取組 

本ガイドラインを災害発生時に円滑に活用するため、平時から次の取組を行う。 

１ 組織体制及び指揮命令系統等の確立 

○災害廃棄物処理に携わる職員は、市町村災害廃棄物処理計画及び本ガイドライン

を基に各市町村が作成したマニュアルを熟読し、各災害廃棄物処理業務を確認す

る。 

 ※異動、組織変更又は事務分掌の変更等の際に引継ぎ等が円滑に行えるよう組織内で共有してお

くことが望ましい。 

○訓練や実災害を踏まえ、計画・マニュアルを適宜見直す。 

○毎年度遅滞なく、別紙１「関係連絡先リスト」、様式１「職員安否確認リスト」

の確認・更新を行う。 

○一部事務組合との役割分担を明確化しておく。 

 

２ 情報収集・連絡 

○毎年度遅滞なく、別紙１「関係連絡先リスト」の確認・更新を行う。（再掲） 

○毎年度遅滞なく、仮置場候補地の使用状況を確認するとともに、様式４「仮置場

候補地情報」の土地所有者・管理者等の情報を更新する。 

○ＳＮＳやオンライン会議システム等の様々な通信手段に関する情報を収集し、電

話、電子メール以外による連絡手段の確保を検討する。 

 

３ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬体制の確保 

○生活ごみ・避難所ごみの発生量、収集運搬に必要な車両・重機等の台数推計方法

を習熟する。 

○仮設トイレの必要台数の推計方法を習熟する。 

○仮設トイレの調達先を検討・整理する。 

○し尿収集必要量、し尿収集車両の必要台数の推計方法を習熟する。 

 

４ 災害廃棄物の処理体制の確保 

○必要な資機材の調達方法等を検討し、別紙２「必要資機材及び保有資機材のリス

ト」を確認・更新する。 

○災害廃棄物の発生量、収集運搬に必要な車両・重機等の台数、仮置場の面積の推

計方法を習熟する。 

○仮置場候補地について検討し、様式４「仮置場候補地情報」を作成する。 

○災害廃棄物の分別区分、仮置場候補地ごとのレイアウト案を検討する。 

○仮置場の開設・運営に必要な人員・資機材の調達先について検討するとともに、

可能であれば調達先と協定を締結する。 

○災害発生時に、がれき、片づけごみの処分方法・処分先を迅速に決定するため、

各種処理施設の処理可能量を整理する。 

○危険物・有害物の指定取引先・受け入れ先を整理する。 

○一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃堅牢化、浸水対策等を実施する。 
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５ 支援要請及び受援体制の構築 

○災害時支援協定先を検討し、様式５「災害支援協定情報」を更新する。 

○協定締結先と定期的に協定内容や支援要請の手順の確認を行い、顔の見える関係

を継続させる。 

○隣接市町村と連携できるよう、担当者間で災害廃棄物処理について情報交換等を

行う。 

○災害発生時に、支援を依頼する事項、受援の体制（応援職員の執務場所等）を検

討する。 

 

６ 損壊家屋等の公費解体 

○損壊家屋の公費解体のスキームや手順を習熟する。 

○土木部局と災害発生時の家屋解体の連携方法について定めておく。 

 

７ 災害廃棄物処理対応の記録 

○災害発生直後から被害状況等の写真撮影、実施事項の記録が必要なことを関係職

員で周知しておく。 

 

８ 災害等補助金申請 

○災害報告書及び災害査定の重要性を関係職員で共有しておく。 

○災害報告書に必要な書類についてあらかじめ認識・整理しておく。 

 

９ 災害廃棄物の処理に関する事務の委託 

○平成30年7月豪雨における倉敷市及び総社市の岡山県への事務委託内容等につ

いて、関係資料に目を通しておく。 

○県や国の研修や説明会を通じて必要な手続等を認識しておく。 

 

10 広 報  

○ごみカレンダーなどの広報手段を活用し、平常時から住民に対して災害発生時の

廃棄物の排出方法や分別の重要性等について広報、周知徹底する。 

○災害発生時に住民に配布するチラシ等の広報資料のひな形を作成しておく。 

○災害発生時における住民への広報手段をあらかじめ定めておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 市町村ガイドライン 

１ 組織体制及び指揮命令系統等の確立・見直し 

11 

 

Ⅲ 市町村ガイドライン 

１ 組織体制及び指揮命令系統等の確立・見直し 

(1)組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制の確立 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 職員の安否確認や参集状況の把握を行う。 

 通信手段を確保し、連絡体制を確立する。 

 災害時の組織体制を立ち上げ、初動対応を開始する。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

○ ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□外部組織との通信手段を確保する。 
 ※廃棄物部局でなく全庁的な担当部署が対応する場合には、割り当

てられた通信手段が利用可能か確認する。 

□外部組織との連絡体制を確立する（担当者を決める。）。 

□外出中の職員との連絡体制を確立する（担当者を決め

る。）。 

○ ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□各職員は、予め決められた【安否確認】の手順に従い、

本人及び家族の安否や、参集予定に関する情報を報告す

る。 

□職員参集の担当者は、予め決められた【安否確認】の手

順に従い、速やかに職員の安否情報・参集状況を「職員

安否確認リスト」（様式1）に記録し、管理職に報告す

る。 
※廃棄物部局でなく全庁的な担当部署が対応する場合には、廃棄物部

局の管理職は、担当部署から廃棄物部局の職員に関する報告を受け

る。報告が来ない場合には、担当部署に確認する。 

□廃棄物処理の委託先における参集状況(業務継続に必要

な要員を確保できそうか)を確認する。 
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○ ○   

廃棄物部局 

(統括担当) 

(総務担当) 

□予め決められた【災害時の組織体制と役割分担】に基づ

き、災害時組織体制へ移行する(集まった職員で対応を

開始する)。 
※発災直後は対応できる職員が限られるため、相互に役割をカバーし

ながら対応する。また管理職不在 の場合には、代理者が指揮命令を

行う。 

□参集見込等を踏まえ、必要な要員の確保が困難と判断さ

れる場合には、庁内の他部署や他の自治体等への支援を

要請する。 
※発災時の廃棄物処理対応は、廃棄物部局の人員だけでは不足するこ

とが見込まれるため、平時から支援要請内容、支援先やその順位（(例)

環境部局→庁内→県、他市町村）、要請方法を検討しておく。 

※庁内では、例えば、現場管理や設計に詳しい土木部局や、契約や補助

金に詳しい管財部局からの支援が考えられる。 

※支援要請を行う際は、応援職員の役割、人材、人数、応援が必要な期

間を明確にして要請すると人員配置されやすい。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式１「職員安否確認リスト」 様式編 

「安否確認」 市町村で予め定められた手順による。 

「組織体制及び役割分担」 

市町村で予め定めた組織体制等による。 

（災害廃棄物対策指針 技術資料7-1 組織体

制図（例）参照） 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

本庁、出先（各所属職員） 
別紙１「関係連絡先リスト」 

様式１「職員安否確認リスト」 
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(2)組織体制、指揮命令系統、情報収集・連絡体制の見直し 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害廃棄物の処理状況等に応じて組織体制等を適宜見直す。 

 他部局、対市町村等からの応援職員の派遣状況も踏まえ体制の検討を行う。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(統括担当) 

(総務担当) 

□組織体制・指揮命令系統は状況に応じて適宜見直す。 
※災害廃棄物処理の進行状況や職員の従事状況を踏まえ、各業務に

係る担当者を見直す。 
※必要に応じて、他部署や他自治体等へ応援職員の派遣を要請する。 

※派遣要請にあたっては、環境省職員、人材バンク、D.Waste-Net

等の専門家等による現地巡回に基づいた助言を参考にする。 
□見直した内容を関係者間で共有する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

「組織体制及び役割分担」 

市町村で予め定めた組織体制等による。 

（災害廃棄物対策指針 技術資料7-1組織体

制図（例） 参照） 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

本庁、出先（各所属職員） 
別紙１「関係連絡先リスト」 

様式１「職員安否確認リスト」 
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２ 情報収集・連絡 

《共通事項》 

災害廃棄物処理施設等の被害状況は、収集する情報の内容により、情報の収集先及び伝達

経路が、下記のように整理される。 

 

図表 1 収集する情報の内容と情報収集先 

廃棄物部局が確認・整理する情報 

 区分 収集する情報の内容 情報収集先 県報告 

一般廃棄物処理施

設等の被害状況 

・一般廃棄物処理施設等（市町村設置

型浄化槽を含む）被害状況・復旧見

通し 等 

廃棄物部局 

委託・許可業者 

必要 
市町村分のみ 

収集運搬車両等の

被害状況 

・収集運搬車両、機材の被害状況 等 

 

廃棄物部局 

委託・許可業者 
必要 

仮置場の設置状況 ・仮置場設置場所、規模、受入状況等 廃棄物部局 必要 

災害廃棄物の発生

状況 

・廃棄物発生量（見込み）、事業費見

込額、・被災地の集積状況 等 
廃棄物部局 必要 

他部局から入手する情報 

 

 

建物被害状況 ・被害棟数（全壊、半壊、一部損壊、床

上浸水、床下浸水） 
災害対策本部 － 

避難所・避難者数 ・避難所名 

・各避難所の収容人数・避難者数 

・各避難所の仮設トイレ数 

災害対策本部 － 

道路・橋梁の被害

状況 
・被害状況と開通見通し 

災害対策本部 

（＋土木部局） 
－ 

上下水道の被害状

況 

・水道施設の被害状況 

・断水の状況と復旧の見通し 

・下水処理施設の被害状況 

災害対策本部 

（＋上下水道部局） 
－ 

産業廃棄物処理施

設の被害状況 
・産業廃棄物処理施設の被害(稼働)情報 県（県民局）※ －※ 

浸水範囲（推定） ・浸水範囲 国土地理院 － 

 

※情報収集先は平時からリスト化しておくことが望ましい。 

図表 2 （参考）一般廃棄物処理施設被害状況等に係る情報収集フロー 

 

 

 

 

 

図表 3 （参考）県から情報を共有する場合の情報共有フロー 

 

県循環型社会推進課 市 町 村 

県民局 

地域政策部環境課 

※岡山市、倉敷市は、市内の廃棄物処理業者の被害状況について、 

県民局地域政策部環境課へ報告する。 

市町村 県民局 

地域政策部環境課 
循環型社会推進課 

廃棄物処理業者 
※ 
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(1)建物、人等に関する被害情報の収集 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 廃棄物処理の可否の判断、災害廃棄物発生量の推計準備、 支援要請の検討等を行

うため、被害状況(建物被害等)の情報を収集する。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□市町村全体の被害情報等を収集する(建物の被害棟数、

浸水範囲、ライフラインの被害状況、道路状況、避難所

の開設状況等)。 
※【関係連絡先リスト】を活用し、災害対策本部等と連携し

ながら収集する。 

 ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□収集した建物被害及び避難所開設状況の情報は、「災害

の被害状況」（様式２）に集約する。 

□浸水範囲、ライフラインの被害状況、道路状況は地図上

にプロットするなど整理する。 

□収集した情報は部局内（組合を含む。）で共有する。 

 ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□必要に応じて、現地確認のために被災現場等に職員を派

遣する。 
※事前に、現地確認用の車両を確保する。また、職員に作業

着、手袋、ヘルメット、ゴーグル、マスク、安全靴等の必要

な保護具を装着させる。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式２「災害の被害状況について」 様式編 

被災地区の地図 ○○○ 

保護具 ○○○ 

カメラ ○○○ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

危機管理部局、道路部局、 

上下水道部局など 

別紙１「関係連絡先リスト」 
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(2)一般廃棄物処理施設等の被害状況に関する情報収集 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 生活ごみ・し尿の処理に直結する一般廃棄物処理施設等の被害状況の情報を収集

する。 

 仮設トイレの設置が必要な場所の把握、浄化槽の早期復旧に向けて、被害状況の

情報を収集する。 

 

 【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

○    
廃棄物部局 

(各担当) 

□風水害等、災害の発生が予見できる場合 

 一般廃棄物処理施設の人的・施設被害が最小限となるよ

う、職員の安全確認や施設・車両等の浸水対策を行う。 

□委託先・許可業者へも同様の対策が講じられるよう周知

する。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(し尿担当) 

(生活ごみ担当) 

□一般廃棄物処理施設等（し尿処理施設及び市町村設置型

浄化槽を含む。）に関する被害情報を収集する。 

 ・一般廃棄物処理施設・設備の被害状況・稼働の可否・

復旧の見通し 

 ・収集運搬車両等（バキューム車等も含む。）の被害状況 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(各担当) 

□委託先・許可業者の廃棄物処理施設等に関する被害情報

を収集する。 

 ・一般廃棄物処理施設・設備の被害状況・稼働の可否・

復旧の見通し 

 ・収集運搬車両等（バキューム車等も含む。）の被害状況 

 ・従業員の被害状況 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□被害状況により、浄化槽の被害状況の把握が必要と判断

した場合、県（循環型社会推進課）へ被災状況の報告を

依頼する。 

 ※県協定に基づく、（一社）岡山県浄化槽団体協議会の調査 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□収集した情報は、「一般廃棄物処理施設被害状況及び仮

置場開設状況」（様式３）に集約する。 

 収集した情報は部局内（組合を含む。）で共有する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(各担当) 

□必要に応じて、現地確認のために被災現場等に職員を派

遣する。 
※事前に、現地確認用の車両を確保する。また、職員に作業

着、手袋、ヘルメット、ゴーグル、マスク、安全靴等の必要

な保護具を装着させる。 
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時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□収集した情報の一部を県や関係団体と共有する。 

 ※県（県民局）への報告は、「一般廃棄物処理施設被害状況

及び仮置場開設状況」（様式３）を使用する。 

 ※報告の頻度は、県からの指示によるものとするが、初動期

は前日末時点の情報を翌日９：００までに必ず報告する。 

 ※通信網の途絶や情報の錯綜が生じている場合には、県が必

要に応じてリエゾンを派遣するため、受入調整を行う。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式３「一般廃棄物処理施設被害状況

及び仮置場開設状況」※ 

様式編                                                    

保護具 ○○○ 

カメラ ○○○ 

※ 右上に※印のある様式は県様式出あるため、変更しない。（以下、同じ） 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

危機管理部局、土木部局、上下水道部局 

別紙１「関係連絡先リスト」 一般廃棄物委託事業者 

一般廃棄物許可事業者 

 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（一社）岡山県浄化槽団体協議会 【災害時における浄化槽の点検等の協力に関する協定】 
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(3)災害廃棄物等の発生（被害）状況の情報収集  

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害廃棄物の収集ルート等を検討するため、ごみステーション、道路、公園、空

地等への廃棄物の排出状況について情報を収集する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□被災地の災害廃棄物発生状況を確認する。 

 ※ごみステーション、道路、公園・空地等への廃棄物排出状

況（場所・量・種類）を確認する。 

 ※出先機関、町内会、一般廃棄物収集運搬委託業者等に協力

を要請する。 

 ※排出状況は、できるだけ写真撮影するよう依頼する。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(総務担当) 

(生活ごみ担当) 

□必要に応じて、現地確認のために被災現場等に職員を派

遣する。 
※事前に、現地確認用の車両を確保する。また、職員に作業

着、手袋、ヘルメット、ゴーグル、マスク、安全靴等の必要

な保護具を装着させる。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 

□収集した情報は、地図上にプロットするなど整理する。 

 ※道路被害、浸水被害などの情報も地図上にプロットし、収

集ルートが検討できるようにする。 

 ※発生状況と道路状況から走行可能車両や積込みに必要な資

機材などについて検討する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

被災地区の地図 ○○○ 

カメラ ○○○ 

保護具 ○○○ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

出先機関 

別紙１「関係連絡先リスト」 町内会 

一般廃棄物収集運搬委託業者等 
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(4)仮置場候補地の被害等に関する情報収集  

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 平時にリストアップしている仮置場候補地の被害状況について情報を収集する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場候補地の被災状況を確認する。 
 ※仮置場候補地周辺道路、出入口付近の状況、場内の浸水や

ぬかるみ、流入出物等を確認する。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□必要に応じて、現地確認のために仮置場候補地等に職員

を派遣する。 
※事前に、現地確認用の車両を確保する。また、職員に作業

着、手袋、ヘルメット、ゴーグル、マスク、安全靴等の必要

な保護具を装着させる。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式４「仮置場候補地情報」 様式編 

カメラ ○○○ 

保護具 ○○○ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

仮置場候補地所管部局 別紙１「関係連絡先リスト」 

仮置場候補地の土地所有者・管理者 様式４「仮置場候補地情報」 
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(5)協定締結団体の被害等に関する情報収集 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 支援要請することを想定し、協力・支援協定締結団体会員の被害状況を収集する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(各担当) 

□協定締結団体から会員の被害状況を収集する。 
 ※（一社）岡山県産業資源循環協会については、県と協定

を締結しているが、直接市町村から産資協の連絡窓口員と

連絡できる。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□収集した情報は、「災害支援協定情報」（様式５）に集

約する。 

 収集した情報は部局内（組合を含む。）で共有する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式５「災害支援協定情報」 様式編 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

協定締結先団体 別紙１「関係連絡先リスト」 

 

《協定締結先》 

団体名・機関名 根拠協定 

○○○協会 ○○○協定 

□□□組合 □□□協定 
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(6)県職員（リエゾン）の受入れ・連携 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 通信網の途絶や情報の錯綜等が生じている場合には、県との情報共有のため、必

要に応じて県（県民局）に県職員（リエゾン）の派遣を要請する。 

また、県職員（リエゾン）が派遣された場合には、受入れ調整を行い、被災情報

等を共有する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

□必要に応じて、県（県民局）に職員（リエゾン）の派遣

を要請する。 

 ※被害規模が大きく、県との円滑な情報伝達が困難と想定さ

れる場合など。 

 ※県の判断で派遣される場合もある。 

□県職員（リエゾン）の派遣者決定後、県（県民局）と受

入調整する。 

 ※通信網が途絶されている状況下では、受入調整なく県から

の派遣があり得る。 

  ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□県職員（リエゾン）と次の情報を共有する。 

 ・一般廃棄物処理施設等の被害状況 

 ・災害廃棄物発生状況等 

 ・仮置場設置状況 

 ・災害廃棄物撤去・処理体制 

 ・支援のニーズ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 
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３ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬体制の確保 

(1)生活ごみ・避難所ごみの収集運搬体制の確保 

 ①生活ごみ・避難所ごみの発生量の把握・推計 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 生活ごみ等は腐敗性を有するなど、災害時も継続的に収集・処理する必要がある。 

 生活ごみ等の収集運搬体制を確立するため、住民が在宅する地域からの発生量及び避

難所からの発生量の推計を行う。 

 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 
□在宅世帯からのごみの発生量を推計する。 

※下式の推計式から、１日発生量、当該期間の発生量を推計する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 
□避難所からのごみの発生量を推計する。 

※下式の推計式から、１日発生量、当該期間の発生量を推計する。 

 

≪参考資料≫ 

● １日発生量 ＝ 発生原単位×在宅住民（避難者）数×当該期間のごみ発生量の増減率 

● 当該期間の発生量 ＝ 当該期間の１日発生量×日数 

 
※発生原単位 

発生原単位は、通常時の家庭ごみ収集量と対象人口に基づいて、設定する。 

※ 避難住民数の推移の想定 

避難住民数の推移は、被害想定等で示されている数値等を参考に設定する。  

※ 発生量の期間ごとの増減率 

阪神・淡路大震災での神戸市の事例により、被災後の家庭ごみ発生量の増減はないも

のと仮定するが、状況に応じて設定する。 
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 ②生活ごみ・避難所ごみの収集運搬計画 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 生活ごみ等の収集運搬に必要な車両台数等を把握・推計する。 

 収集した情報を基に、収集運搬する廃棄物の優先度を決定するとともに収集運搬ルー

トやスケジュール等を計画し、手配する。 

 情報不足による混乱や便乗ごみ等を回避するために、収集運搬に関する情報等を早急

に住民やボランティアに周知する。 

 生活ごみ等の収集運搬・処理の進捗状況を把握し、必要に応じて見直し等を行う。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○   
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 

□生活ごみ等の発生場所・発生量から収集運搬に必要な車

両・重機等を推計する。 
※「災害廃棄物対策指針」（技術資料１７-２収集運搬車両の

必要台数の算定方法）参照。 

 ○   

廃棄物部局 

(統括者) 

(総務担当) 

(生活ごみ担当) 

□収集した情報等を基に、生活ごみ等処理計画を策定す

る。 

□計画策定の基礎情報として以下の情報を整理する。 
・ 在宅世帯・避難所からのごみ推計発生量 

・ ごみ収集車の稼動可能台数と収集可能な日量 

・ ごみ処理施設の稼動可能状況と処理可能な日量 

・ 収集運搬ルートの開通状況 

□収集運搬及び処理体制として以下の事項を定める。 
・ 避難所を含めた収集運搬ルート 

・ 処理施設への搬入ルート 

・ 収集運搬スケジュール 

※収集運搬車両・施設の被災状況等を踏まえ、収集運搬車両

や施設の処理能力が不足する場合、収集する廃棄物の優先

度を決める。 

※腐敗する可能性のある可燃ごみを優先して回収し、状況次

第では、不燃ごみ等の回収を一時中止することも検討する。 

※生活ごみ等は災害廃棄物の仮置場には搬入せず、従来どお

り廃棄物処理施設へ直接搬入する。 

※生活ごみ及び避難所ごみは、発災後のライフライン・交通

インフラ等の支障などを勘案して可能な限り早期に(特に

夏季)収集運搬・処理を開始することとする。 

□収集運搬車両等の被害により、収集運搬体制が十分では

ないと判断された場合は、支援要請を行う。 
 ※支援要請については、第５項「支援要請及び受援体制の構

築」を参照 
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時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○   

廃棄物部局 

(総務担当) 

 (生活ごみ担当) 

□生活ごみ等の収集日、収集運搬ルート、分別方法等の情

報を住民、ボランティアに周知・広報する。 
※周知・広報では、社会福祉協議会や広報部局と連携し、広報車

やホームページ、公民館等の公共機関や避難所への貼り出し

等を活用するなど、効果的に行う。 

※生活ごみ等は仮置場に搬入しないこと、分別や収集は平時と

同様に行うなどをわかりやすく周知する。 

 ○   
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 

□前頁で計画・検討した方法に従い、収集運搬等を実施す

る。 

 ○   
廃棄物部局 

(生活ごみ担当) 

□収集運搬作業及び処理の進捗状況を把握するとともに、

必要に応じて適宜見直しを行う。 
 ※ごみの収集運搬・処理体制の強化が必要と認められる場合

は、追加的な支援の要請を検討する。 
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(2)し尿の収集運搬体制の確保 

①し尿の発生量の把握・推計 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 避難所等の仮設トイレに係るし尿の収集運搬体制を確立するため、避難所等からの発

生量の推計を行う。 

 避難所等に仮設トイレの配置を行う。 

  

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□避難者数及び上水道支障率から仮設トイレ必要人数を

算出する。 
※次頁の推計式から仮設トイレ必要人数を推計する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(し尿担当) 
□仮設トイレ必要設置基数を算出する。 
※次頁の推計式から仮設トイレ必要基数を推計する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□備蓄トイレやプッシュ型支援によるトイレの数、種類を

把握する。 

□必要な仮設トイレの種類が変わるため下記の内容を確

認する。 

・水洗可否 

・バリアフリー配慮 

・マンホール有無 

・設置スペースの広さ 

□不足する仮設トイレを、協定締結事業者、レンタル事業

者等に要請する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□仮設トイレ設置場所を計画し配置する。 
※使用後に提供元に返却するため、確保先と設置場所を整理

した一覧表を作成する。 

    
（市町村によっては、仮設トイレの確保担当は、廃棄物担当部署ではな

く、危機管理部局等の場合もある） 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(統括者) 

□危機管理部局等から、仮設トイレの設置場所・量に関す

る情報を入手する。 
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《参考資料》 

①仮設トイレ必要人数 

仮設トイレ必要人数 ＝ 避難者 ＋ 断水による仮設トイレ必要人数 

避難者数：避難所へ避難する住民数 

  断水による仮設トイレ必要人数 ＝ 

    {水洗化人口－避難者数×（水洗化人口／総人口）}×上水道支障率×１／２ 

  総人口：水洗化人口＋非水洗化人口 

  上水道支障率：地震による上水道の被害率 

  １／２：断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち 

約１／２の住民と仮定。 

 

②仮設トイレ必要設置基数 

仮設トイレ必要設置数 ＝ 仮設トイレ必要人数／仮設トイレ設置目安 

  仮設トイレ設置目安 ＝ 仮設トイレの容量／し尿の１人１日平均排出量／収集計画） 

   仮設トイレの平均的容量：例400L 

   し尿の１人１日平均的容量：例1.7L／人・日 

   収集計画：３日に１回の収集 

 

《連絡先》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

協定締結事業者、レンタル事業者 別紙１「関係連絡先リスト」 

 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

○○○協会 ○○○協定 

□□□組合 □□□協定 
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②し尿の収集運搬 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮設トイレ等の収集運搬体制を確立し、収集運搬を実施する。 

※ 仮設トイレの調達、設置・撤去、維持管理について、担当部署が異なる場合は役割分担、

連絡方法等について確認しておく。 

※ 避難所運営担当部局と仮設トイレの管理方法、ルール等について連携・情報共有しておく

ことが望ましい。 

   

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□避難所におけるし尿発生量を推計する。 
※次ページの推計式からし尿発生量を推計する。 

※「し尿発生推計量」（様式６）及び「一般廃棄物処理施設被

害状況及び仮置場開設状況」（様式３）に記入する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□し尿発生推計量を県（県民局）へ報告する。 
 ※様式６は、県（県民局）からの照会に基づき報告する。 

 ※様式３は、２（２）の報告のタイミングに合わせ、最新のも

のを報告する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 
□し尿収集必要量を算出する。 
※次ページの推計式からし尿収集必要量を推計する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 
□し尿収集に必要な車両台数を算出する。 
※収集計画（例：３日に１回収集）、１日の回転数をもとに算出 

 ○ ○ ○ 
廃棄部部局 

(総務担当) 

□不足する車両を、協定締結事業者、近隣市町村、県等に

要請する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□確保できている車両をもとに収集計画をふまえ、収集ル

ートを定める。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 

□仮設トイレ等のし尿の収集日等の情報を仮設トイレ等

の設置者に周知する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(し尿担当) 
□上記で手配・検討した方法に従い、収集運搬を実施する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式３「一般廃棄物処理施設被害状況

及び仮置場開設状況」※
 

様式６「し尿発生推計量」※ 

様式編 
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《参考資料》 

 ①し尿発生量 

し尿発生量（リットル） ＝ 避難所の収容人数（人）×1.7（リットル/人） 

 

②し尿収集必要量 

し尿収集必要量 ＝ 災害時におけるし尿収集必要人数×１日１人平均排出量 

      ＝（①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）× 

③１人１日平均排出量 

 ①仮設トイレ必要人数＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数 

     避難者数：避難所へ避難する住民数 

断水による仮設トイレ必要人数＝｛水洗化人口―避難者数×（水洗化人口／総人口）｝×上水道支障率×１／２ 

        水洗化人口：平常時に水洗トイレを使用する住民数 

                  （下水道人口、コミュニティプラント人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

       総人口＝水洗化人口＋非水洗化人口 

       上水道支障率：地震による上水道の被害率 

       １／２：断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち約１／２の住民と仮定 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲取人口－避難者数×（汲取人口／総人口） 

汲取人口：計画収集人口 

 ③１人１日平均排出量＝1.7L／人・日 
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４ 災害廃棄物の処理体制の確保 

（1）災害廃棄物の発生量の把握・推計 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場の確保、災害廃棄物処理の実施体制等を検討するため、被害状況を基

に、災害廃棄物の発生量を把握・推計する。 

 被害状況の把握、災害廃棄物処理等の進捗に伴い、見直しを行う。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物発生量を推計する。 
※発生量推計式は、「岡山県災害廃棄物処理計画（改訂版）」

記載の推計式・原単位等又は災害廃棄物対策指針 技術資

料１４－２ 災害廃棄物等の発生量の推計方法を参考資

料とし、災害の種別等を踏まえて適切な推計式・原単位等

を検討する。 

※「災害廃棄物発生推計量」（様式７）及び「一般廃棄物処

理施設被害状況及び仮置場開設状況」（様式３）に記入す

る。 

 ※初回の推計は、概算で良いので可能な限り早期に実施す

る。 

 ※過小評価しないように注意する。 

※浸水被害の場合は、「岡山県災害廃棄物処理計画補完資料」

（令和２年度事業成果）を用い、浸水範囲から推計するこ

とも検討する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物発生推計量を県（県民局）へ報告する。 
 ※様式７は、県（県民局）からの照会に基づき報告する。 

 ※様式３は、２（２）の報告のタイミングに合わせ、最新の

ものを報告する。 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

（総 括者 ） 

(災害ごみ担当) 

□災害廃棄物処理実行計画を策定する（任意）。 

 災害発生量推計の精度に併せ、適宜、見直しを行う。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□推計は適宜見直し、精度を向上させる。 
※被害の把握状況の変化に伴い、随時見直す。 

※トラックスケールの使用等による客観的な把握方法を検

討する。 

○災害廃棄物処理実行計画 

発生した災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため、発災後において地方公共団体

が策定する計画。災害廃棄物の発生量、処理体制、処理方法、処理フロー、処理スケジュー

ルなどを整理したもので、地方公共団体は災害の規模に応じて具体的な内容を示す。 
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《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式３「一般廃棄物処理施設被害状況

及び仮置場開設状況」※
 

様式７「災害廃棄物発生推計量」※ 

様式編 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

「岡山県災害廃棄物処理計画（改訂版）」

の推計式・原単位 

岡山県災害廃棄物処理計画（改訂版） 

29～30ページ 

災害廃棄物対策指針 技術資料１４

―２ 災害廃棄物等の発生量の推計

方法 

※資料内に推計の例あり 

環境省災害廃棄物対策情報サイト 

http://kouikishori.env.go.jp/ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 
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（2）災害廃棄物の回収方法の検討（仮置場の確保） 

 ①仮置場の選定・確保 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害廃棄物を回収するために、災害廃棄物の仮置場を選定・確保する。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

○ ○   

廃棄物部局 

(統括者) 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物発生量の推計値を基に、必要となる仮置場の

面積を算定する。 
 ※仮置場必要面積の推計式は、「岡山県災害廃棄物処理計画

（改訂版）」記載の推計式・原単位等を参考とする。 

 ※発生量推計等が難しく算定に着手できない場合でも、被災

地近くの候補地から先行して仮置場を確保することが重要

である。 

□仮置場候補地の被災状況や、被災地からのアクセス状況

等を踏まえ、仮置場を選定する。 
※候補地であっても、公有地は自衛隊のベースキャンプや応

急仮設住宅等への利用が考えられるため、関係部局等と調

整が必要。 

※仮置場を住民・ボランティアにとって搬入が困難な場所に

設置してしまうと、路上等に片付けごみが混合状態で大量

に排出され、交通等への支障を生じるおそれがあるため、

できるだけ住民の利便性の良い場所に設置することを検討

する。 

※ごみステーションや住宅地内の小規模公園等を片付けごみ

等の集積所として用いることは、道路通行の支障や生活環

境の悪化を招くおそれが高いため避けることが望ましい。 

※学校等のグラウンドを使用する場合は、使用可能な期間に

ついても、注意の上で検討する。 

※自治体で準備している仮置場候補地だけで選定できない場

合は、県の仮置場候補地（県有地）からの選定や、未利用

工場跡地など民有地の借上げ等も併せて検討する。 

□仮置場の開設に必要な資機材や対策を把握し、資機材の確

保、対策の実施を行う。 

 ※県において、仮置場用看板、ブルーシートを確保しており、

貸し出し可能（数に限りあり。） 

□仮置場が不足する可能性が高いと判断された場合は、県

等に支援要請を行う。 
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《参考資料》 

   ○必要となる面積の算定方法 

面積 ＝ 集積量 ÷ 見かけ比重 ÷ 積み上げ高さ × （１＋作業スペース割合） 

・集積量＝災害廃棄物の発生量－処理量 

  ・処理量＝災害廃棄物の発生量÷処理期間 

   ・見かけ比重：可燃物 0.4(t/m3)、不燃物 1.1(t/m3) 

  ・積み上げ高さ：5m以下が望ましい。 

  ・作業スペース割合：100％ 
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②施設管理者・地元等への説明及び住民への広報 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 施設管理者や地元町内会、周辺住民等へ説明・協議を行う。 

 民有地の場合、土地所有者・管理者への説明・協議を行う。 

 仮置場を確保した時点で、住民への広報を実施する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□施設管理者や地元町内会・周辺住民等に対し説明・協議

を行う。 
※返還時の原状復旧条件や環境モニタリング等について

調整を行う。 

□民有地を仮置場として使用する場合は、土地所有者・管

理者に依頼・説明を行う。 
※返還時の原状復旧条件を必ず確認・調整しておく。 

※供用前の土壌をサンプリングしておくことで、仮置場の

使用前後による土壌への影響の有無を把握することが

できる。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場を確保した時点で仮置場の場所の予告や受入品

目・分別等の広報を実施する。 
 ※広報では、社会福祉協議会や広報部局と連携し、広報車や

ホームページ、公民館等の公共機関や避難所への張り出し

等を活用するなど、効果的に行う。 
※周知・広報を徹底し、勝手仮置場の発生の防止に努める。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の設置状況について、様式３により県（県民局）

へ報告する。 
 ※様式３は、２（２）の報告のタイミングに合わせ、最新の

ものを報告する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式３「一般廃棄物処理施設被害状況及

び仮置場開設状況」※
 

様式編 

災害ごみの出し方のご案内（予告広報） 支援ツール 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

仮置場候補地所管部局 別紙１「関係連絡先リスト」 

仮置場候補地の土地所有者・管理者 様式４「仮置場候補地情報」 
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 (3)仮置場の開設 

①災害廃棄物の受入方法・レイアウト等の検討 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場の分別区分・レイアウトを検討する。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物の処理方法等を踏まえて分別区分を定め、レ

イアウトを検討する。 
※分別区分は、最終的な処理方法等を踏まえて検討し、仮置

場のレイアウトにも反映する。 

 また、レイアウトは搬入量も考慮する必要がある。 

※土地の形状に合わせ、効率的に搬入・搬出できるよう動線

を定める。 

※仮置場の開設・運営を委託する業者（後述）とも相談する

のが望ましい。 

※片付けごみ等の災害廃棄物は、発災後の初期段階から排出

される。水害の場合は、発災直後から排出されることもあ

る。 

※仮置場の場所、仮置場の開設日時、受入時間帯、分別方法、

安全への配慮等は、決定次第、住民・ボランティアへ周知

する。 

※高齢世帯など、仮置場への搬入が困難なケースを想定して、

収集運搬体制を検討した上で、選択肢の一つとして戸別回

収を行うことも検討する。 
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《参考資料》 

●岡山県 平成30年７月豪雨災害に係る岡山県災害廃棄物処理実行計画（表3-5） 

災害廃棄物の種類 性 状 等 

可燃廃棄物 ・繊維類、紙、木、プラスチック等の可燃物が混在したもの 

廃畳 ・水分を含むと、腐敗が進み、その発酵熱により自然発火し火災の原因

となり易いため、高く積み上げないよう注意する必要がある。 

・悪臭も発生しやすいため、迅速な処理が求められる。 

不燃廃棄物 ・がれき類、ガラス、陶磁器、レンガ等が混在したもの 

コンクリートがら ・損壊家屋等の解体により発生したコンクリート片やコンクリートブ

ロック、アスファルトくず等 

瓦 ・損壊家屋の解体により発生する瓦くず 

木くず ・木製家具や壁材、柱材（流木も含む。）等 

金属くず ・鉄筋、アルミ材、金属製の機器等 

廃家電 ・被災家屋から排出される災害により使用できなくなったテレビ、洗濯

機、エアコンなどの家電類 

・家電リサイクル法の対象品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン等）

は、原則家電リサイクルルートにより処理する必要がある。 

土砂混じりがれき ・土砂が混在したがれき類等の廃棄物 

その他 

（処理困難物等） 

・消火器、処理困難物(油類、農薬類、ペンキ類、ガスボンベ、蛍光管、

バッテリー等)等、性状に合わせて適切に処理する必要がある。 

●仮置場のレイアウトイメージ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：環境省中国四国地方環境事務所 一次仮置場設置運営の手引き（令和 2 年 3 月） 
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②仮置場の開設・運営に必要な資機材の確保 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場の設置・運営方法（直営・委託）を決める。 

 仮置場の開設や運営に必要な人員・資機材を確保する。 

 廃棄物関係業者や建設業者、警備会社の活用を検討する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の運営主体を決める（直営・委託）。 
 ※仮置場の管理には多大な時間と人手が割かれることから、

被災市町村の職員は全体的なマネジメント業務に注力し、

仮置場の管理・運営は応援要員や民間事業者等の協力を得

ることが望ましい。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の運営体制を決定する。 
※管理が必要な業務としては以下を参考にすること。 

・受付（住民対応のため、自治体職員が望ましい） 

・荷降ろし、分別の手伝い 

・周辺の交通整理、場内誘導 

・受入時間外の警備 

・重機・車両のオペレーター 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の開設・運営に必要な人員・資機材を確保する。 
 ※人員の確保にあたっては、他部局やシルバー人材センター、

協定締結団体、民間業者への委託等幅広く検討する。 

  人員が十分に確保できない場合に、仮置場における管理が

不十分になると、混合状態となり火災リスクが高まるおそ

れがあることに留意する。 

 ※資機材は、別紙２「必要資機材及び保有資機材のリスト」を

活用し確保する。 

※資機材の確保にあたっては、協定締結団体や民間業者との

連携・協力により調達を行う。 

※仮置場運営を委託する場合、不足する資機材の確保も仕様

に含めることも検討する。 

※仮置場が舗装されておらず、降雨等により場内がぬかるん

で車両通行に支障をきたす場合、敷鉄板や砕石、砂利等を

敷設する。（敷鉄板の敷設には時間を要することに注意） 

※汚水の土壌への浸透防止のため、仮舗装やコンテナ、鉄板・

シート設置、排水溝及び排水設備等の設置を行う。 

※廃棄物の飛散防止策として、散水の実施、飛散防止ネット

や囲いの設置、保管袋での保管等を実施する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□業者に委託する場合は、災害査定を考慮した契約手続き

を実施する。 
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《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

必要資機材 別紙２「必要資機材及び保有資機材のリスト」 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 

別紙１「関係連絡先リスト」 
シルバー人材センター 

建設業者、廃棄物関係業者、 

警備会社等の民間企業 

 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（一社）岡山県産業資源循環協会 災害時における廃棄物処理の協力に関する協定 
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  ○一次仮置場における必要資機材リスト（参考） 

区
分 

主な資機材リスト 用 途 必須 
必要に

応じて 

設 

置 

敷鉄板、砂利 大型車両の走行、ぬかるみ防止  ○ 

マグネット付きのバックホウ等 敷鉄板の敷設  ○ 

出入口ゲート、チェーン、 

南京錠 

保安対策（侵入防止）、不法投棄・

盗難等の防止 
○  

案内板、立て看板、場内配置図、

告知看板 

運搬車両の誘導、災害廃棄物の分別区分

の表示、お知らせ・注意事項の表示等 
○  

コーン標識、ロープ 
仮置き区域の明示、重機の可動範囲・立

入禁止区域の明示等の安全対策 
 ○ 

受付 搬入受付 ○  

処 

理 

フォーク付きバックホウ等 災害廃棄物の粗分別、粗破砕、積み

上げ、搬出車両への積み込み 

○  

マグネット、スケルトン  ○ 

移動式破砕機 災害廃棄物の破砕  ○ 

運搬車両（パッカー車、平ボディ車、

大型ダンプ、アームロール車等） 
災害廃棄物の搬入・搬出 ○  

作
業
員 

保護マスク、保護メガネ、手袋、

安全(長)靴、ヘルメット、耳栓 
安全対策、アスベスト吸引防止 ○  

休憩小屋（プレハブ等）、 

仮設トイレ 
職員のための休憩スペース、トイレ  ○ 

クーラーボックス 職員の休憩時の飲料水の保管  ○ 

管 

理 

簡易計量器 災害廃棄物の搬入・搬出時の計量  ○ 

シート 土壌汚染の防止、飛散防止  ○ 

仮囲い 
飛散防止、保安対策、不法投棄・盗

難防止、騒音低減、景観への配慮 
 ○ 

飛散防止ネット 飛散防止  ○ 

防塵ネット 粉じんの飛散防止  ○ 

タイヤ洗浄設備、散水設備・ 

散水車 
粉じんの飛散防止  ○ 

発電機 

電灯や投光器・水噴霧のための電力

確保、職員の休憩スペースにおける

冷暖房の稼働用電力確保 

 ○ 

消臭剤 臭気対策  ○ 

殺虫剤、防虫剤、殺鼠剤 害虫対策、害獣対策  ○ 

放熱管、温度計、消火器、 

防火水槽、ガス検知器 

火災発生防止（堆積物内部の放熱・

温度・一酸化炭素濃度の測定） 
 ○ 

掃除用具 
仮置場その周辺の掃除 

（美観の保全） 
 ○ 

   資料：災害廃棄物対策指針 技術資料「技 17-1 必要資機材」（参照） 
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③仮置場の開設・住民広報 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場の開設に向けて現地の準備を行う。 

 仮置場の開設に関する広報を行う。 

 浸水による被害の場合、水が引けば片付けごみの搬出が始まるため、早急に仮

置場を確保し開設する必要がある。 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の開設に向けて現地準備を進める。 
※現地での確認事項は以下を参考にすること。 

・仮置場への進入路の確認 
・仮置場内のレイアウトや場内ルートの確認（ロープや三
角コーン、看板などで区画や動線を表示） 

・受付の確認事項等のルールの確認（被災者確認方法、搬
入台数の記録など） 

・人員配置  
・電気、水道（水源）の確保 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□使用前の仮置場の状況を記録する。 

□必要に応じて土壌サンプリングを行う。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の開設日を決定する。 

□開設日や受入品目等、広報に必要な情報を整理する。 
 ※広報部局が異なる場合は、整理した情報を提供する。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の開設に関して住民及びボランティア等に広報する。  
※広報は避難所での周知、回覧板、広報誌、防災無線、HPや

SNS等の複数の手段で実施すること。 

※広報内容としては、以下を参考にすること。 

 ・開設日時 ・仮置場の名称、住所（案内図） 
・受入時間、受入日（曜日）、受入品目・分別区分 
・仮置場に持ち込みできないもの 
・災害廃棄物であることの確認方法 
・搬入時の注意事項、問い合わせ先 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□開設後、仮置場の運営方法の変更など状況応じて適宜広

報を実施する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の設置状況について、様式３により県（県民局）

へ報告する。 
 ※様式３は、２（２）の報告のタイミングに合わせ、最新の

ものを報告する。 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式３「一般廃棄物処理施設被害状況

及び仮置場開設状況」 
様式編 

災害ごみの出し方のご案内 支援ツール 
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 (4)仮置場の管理・運営 

①仮置場の管理・受入状況の把握 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場を適切に管理し、受入・搬出状況を随時把握する。 

 余力や状況に応じて、受入制限等の判断を行う。 

 仮置場や仮置場周辺での環境影響を把握するとともに、必要な環境保全対策を

講じる。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物を確認して受け入れる。 
※災害廃棄物であることの確認（住所記載の身分証明書、罹災

証明書等での確認など）を行い、生活ごみや便乗ごみ（被災し

ていないブラウン管テレビ等や事業系廃棄物）を持込ませな

い。□受入れ時に、車種、車両番号記録、搬入物等を記

録（写真撮影も含む）する。□分別されていない場合は、

仮置場で分別して荷降ろしするよう指導する。 

□可燃物の発火対策として５m以上（畳は２m以上）は積み

上げない。 

□危険物・処理困難物は、土壌汚染防止、飛散防止に努め

るとともに、混合状態とならないよう管理する。 

□夜間無断侵入防止のため、囲いや門（夜間施錠）を設け、

不法投棄を防止する。 
※便乗ごみや不法投棄を防止するため、監視カメラ（ダミー

でも可）を設置する。 

※警察との連携、警備会社への委託等による夜間パトロール

の実施も検討する。 

□強風・荒天時にはブルーシートやネット等で飛散・流出

防止対策を行う。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害査定にも備え、管理・運営状況を日報に記録する。 
 ※場内や搬入出の様子を写真に残すことも必要である。 

 ※廃棄物量も、測量を実施する等により分かる範囲で整理す

ることが望ましい。（測量が難しい場合は、概ねの面積・積

み上げ高さ等を記録する。） 

※可搬式トラックスケールの設置等により、搬出時の種類、

数量について記録する。 

※仮置場の運営管理を民間事業に委託することも検討する。

（災害廃棄物処理事業費補助金の対象となり得る。） 

□トラブルや要望等も可能な範囲で記録しておく。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□各仮置場の廃棄物の保管量等の情報を踏まえ、一時的な

受入停止や、仮置場の追加設置を検討する。 
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《参考資料》 

 ○環境省 災害廃棄物対策指針 

  「技術資料 18-4 仮置場の運用に当たっての留意事項」 

 

②環境保全対策等の実施 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場における労働災害の防止や、仮置場の周辺住民の生活環境への影響を防

止するため、必要な環境保全対策等を行う。 

 仮置場周辺での環境影響を把握するため、必要なモニタリングを実施する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場の安全・衛生管理を行う。 
 ※車両通行、重機稼働などから荷降ろし中の住民及び作業員

の安全を確保するため、場内道路は一方通行とし、道路幅

は可能な限り広く確保する。 

 ※重機が稼働する周辺には立ち入り禁止帯を設ける。 

□周辺環境の保全対策を実施する。 
 ※廃棄物の飛散防止策として、散水の実施、飛散防止ネット

や囲いの設置、保管袋での保管等を実施する。 

 ※周辺道路の土砂による汚れ、粉じんを防止するため、退出

車のタイヤ洗浄、道路の洗浄を行う。 

 ※騒音防止のため受付時間、搬出時間、重機作業時間を順守

する。必要に応じて防音壁の設置も検討する。 

 ※汚水の土壌への浸透防止のため、雨水対策や必要に応じて

排水対策を行う。 

 ※搬入・搬出車からの落下物の有無をパトロール等により確

認する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□必要に応じて環境モニタリングを実施する。（モニタリ

ング項目は次頁を参照） 
 ※仮置場の従事者への影響、周辺の生活環境への影響防止の

ため実施する。 

 ※アスベストを含む建築廃材を受け入れる場合は、アスベス

トのモニタリングを必ず実施する。 

 

 

《参考資料》 

 ○環境省 災害廃棄物対策指針 

  「技術資料 18-5 環境対策 、モニタリング、火災防止対策」 
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   ○モニタリング計画・土壌調査（環境影響と環境保全策） 

影響項目 環境影響 対 策 例 

大気 ・解体・撤去、仮置場作業に

おける粉じんの飛散 

・石綿含有廃棄物（建材等）

の保管・処理による飛散 

・災害廃棄物保管による有害

ガス、可燃性ガスの発生 

・定期的な散水の実施 

・保管、選別、処理装置への屋根の設置 

・周囲への飛散防止ネットの設置 

・フレコンバッグへの保管 

・搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生

抑制 

・運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 

・収集時分別や目視による石綿分別の徹底 

・作業環境、敷地境界での石綿の測定監視 

・仮置場の積み上げ高さ制限、危険物分別

による可燃性ガス発生や火災発生の抑制 

騒音・振動 ・撤去・解体等処理作業に伴

う騒音・振動 

・仮置場への搬入・搬出車両

の通行による騒音・振動 

・低騒音・低振動の機械、重機の使用 

・処理装置の周囲等に防音シートを設置 

土壌等 ・災害廃棄物から周辺土壌へ

の有害廃棄物等の漏出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・ＰＣＢ等の有害廃棄物の分別保管 

臭気 ・災害廃棄物からの悪臭 ・腐敗性廃棄物の優先的な処理 

・消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シート

による被覆等 

水質 ・災害廃棄物に含まれる汚染

物質の降雨等による公共水

域への流出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・敷地内で発生する排水、雨水の処理 

・水たまりを埋めて腐敗防止 

  資料：環境省中国四国地方環境事務所 「一次仮置場設置運営の手引き（令和 2 年 3 月）」 
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（5）災害廃棄物の回収方法の検討（収集運搬体制の確保） 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 道路上やいわゆる勝手仮置場に集積した災害廃棄物の被災地からの速やかな撤

去に向けて、収集運搬に必要な車両・重機等を手配するため、必要台数等を把握・

推計する。 

 道路管理者等、公物管理者と連携する。 

 腐敗性廃棄物や通行の妨げになるものなど、優先的に収集するべき災害廃棄物の

種類、収集運搬方法・ルート等について検討・決定する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

○ ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□２（３）で収集した情報をもとに収集運搬に必要な車両・

重機等の台数を推計する。 
※災害廃棄物の発生場所・発生状況、被災規模により推計

する。 

※「災害廃棄物対策指針」（技術資料１７-2 収集運搬車

両の必要台数の算定方法（例））参照。 

○ ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□道路管理者等公物管理者と協議・連携する。 

 ※撤去予定場所に公物管理者が存在する場合。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(災害ごみ担当 ) 

□収集運搬方法・収集ルートを検討し、収集運搬計画を策

定する。 

 ※生活環境に悪影響を与える恐れのある廃棄物を優先的

に回収する。 

 ※福祉部局とも連携し、独居高齢者等の「排出困難者」へ

の対応についても検討する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□収集運搬の手配を行う。 

 ※支援を含めた収集運搬体制の確保を勘案し、計画・手配

を実施する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□手配・検討した方法で収集運搬を実施する。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

被災地域の地図 ○○○ 

 

  《参考資料》 

●環境省 災害廃棄物対策指針 

「技術資料17-2 収集運搬車両の必要台数の算定方法（例）」 
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(6)災害廃棄物の処分等 

①片付けごみ等の処分方法、処分先の検討 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場の災害廃棄物を分別状況や処理施設の処理可能量から処分方法、処分先

を検討する。 

 災害廃棄物の処理の進捗状況を把握する。 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□各仮置場での災害廃棄物の分別状況や保管量を把握す

る。 

 ○ ○  

廃棄物部局 

(統括者) 

(災害ごみ担当 ) 

□各種処理施設等の処理可能量を整理し、災害廃棄物の処

理方針を検討する。 

※処理は、可能な限り資源化を優先して検討する。 

※処理困難物については、必要に応じて県等に助言を求める。 

 なお、危険物・有害廃棄物等の処理については、次項を参

照 

※発生量が多い等により自区域内で処理ができない場合は、

広域での処理、二次仮置場・仮設処理施設の設置等を検討

するとともに、必要に応じて県、協定締結団体等に相談す

る。（第５項「支援要請及び受援体制の構築」を参照） 

※甚大な被害を受けたことにより、市町村独自での処理が困

難と判断される場合は、地方自治法に基づく県への事務委

託について検討する。（第９項「災害廃棄物の処理に関す

る事務の委託」を参照） 

□検討・整理した内容を関係機関と共有する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□災害廃棄物の処理方針に従い、処理を実施する。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□廃棄物処理施設等への搬出状況から災害廃棄物処理の

進捗状況を把握し、「災害廃棄物処理の進捗状況」（様

式８）に集約する。 

□収集した情報を県や関係団体と共有する。 

 ※県（県民局）への報告は、「災害廃棄物処理の進捗状況」

（様式８）を使用する。 

 ※報告の頻度は、県からの指示によるものとする。（月1回程度） 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式８ ※ 様式編 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 
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②危険物・有害廃棄物等の処理 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 有害性・危険性がある廃棄物のうち、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含

む）に該当するものは、事業者の責任において処理することが原則 

 一般廃棄物に該当するものは、排出に関する優先順位や適切な処理方法等につ

いて住民に広報する。 

 

【実施手順】 

時 期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□危険物、有害物の廃棄物が発生する恐れがある場合、処

理の原則について広報する。 
 ※産業廃棄物は事業者責任で処理 

 ※一般廃棄物は排出の優先順位や処理方法等を周知 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□収集先の確認（STEP1） 

※発生物の収集ルートが機能している場合には、各指定引取

先または受入先での回収を依頼し、速やかな処理・リサイ

クルを行う。 

※発生物の収集ルートが機能していない場合は、仮置場で一

時保管し指定引取先の復旧を待つか、他の指定引取先へ転

送し、処理・リサイクルを行う。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□仮置場における保管（STEP2） 
※市町村が回収・処分しているところでは、平常時の機能が

回復するまで、または地域共同で回収処分する体制が確立

しているところでは、それが機能するまで保管する。 

※仮置場を新たな指定引取場所とし、運搬・処理業者と直接

やり取りすることで、速やかに処理・リサイクルを行う方

法も考えられる。 

※危険物、有害物をやむを得ず保管する場合は、未舗装の地

面への直置き、風雨や直射日光に晒されることを防ぐ。 

※受入先はリスト化する。 

 

○処理フロー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有害・危険

物 
判断 指定引取先 

仮置場 指定引取先 

受入先 

STEP1 

STEP2 

収集ルートあり 

収集ルートなし 

（復旧後又は他の地域） 

販売店・メーカー 

廃棄物処理業者 

自治体等 
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                 有害・危険物処理フロー 

  

○対象とする有害・危険物の収集・処理方法 

 

区分 項 目 収集方法 処理方法 

有
害
性
物
質
を
含
む
も
の 

廃農薬、殺虫剤、その他薬品（家庭

薬品でないもの） 

販売店、メーカーに回収依頼/廃

棄物処理許可者に回収・処理依

頼 

中和・焼却 

塗料、ペンキ 焼却 

廃
電
池
類 

密閉型ニッケル・カドミウム

蓄電池（ニカド電池）、ニッ

ケル水素電池、リチウムイオ

ン電池 

リサイクル協力店の回収（箱）へ 破砕、選別、 

リサイクル 

ボタン電池 電気店等の回収（箱）へ 

カーバッテリー 
リサイクルを実施しているカー

用品店・ガソリンスタンドへ 

破砕、選別、 

リサイクル、 

（金属回収） 

廃蛍光灯 
回収（リサイクル）を行っている

事業者へ 

破砕、選別、 

リサイクル 

（カレット、 

水銀回収） 

危
険
性
が
あ
る
も
の 

灯油、ガソリン、エンジンオイル 購入店、ガソリンスタンドへ 
焼却、 

リサイクル 

有機溶剤（シンナー等） 

販売店、メーカーに回収依頼/廃

棄物処理許可業者に回収・処理

依頼 

焼却 

ガスボンベ 引取販売店への返却依頼 
再利用、 

リサイクル 

カセットボンベ・スプレー缶 

不適切な方法で穴を開けると火

災が発生するおそれがあるた

め、使い切ってから排出する場

合は、穴開けしない方が望まし

い。 

破砕 

消火器 
購入店、メーカー、廃棄物処理許

可者に依頼 

破砕、選別、 

リサイクル 

感
染
性
廃
棄
物(

家
庭) 

使用済み注射器針、 

使い捨て注射器等 

地域によって自治体等で有害ご

みとして収集、指定医療機関で

の回収（使用済み注射器針回収

薬局等） 

焼却・溶融、 

埋立 

  資料： 環境省 災害廃棄物対策指針 「技術資料24-15 個別有害・危険製品の処理」 

 

  



Ⅲ 市町村ガイドライン 

４ 災害廃棄物の処理体制の確保 

47 

 

○対象とする有害・危険物の収集・処理方法 

 

種 類 注 意 事 項 

農薬 ・容器の移し替え、中身の取り出しをせず、許可のある産業廃棄物業者または回

収を行っている市町村以外には廃棄しない。 

・毒物または劇物の場合は、毒物及び劇物取締法により、保管・運搬を含め事業

者登録が必要となり、廃棄方法も品目ごとに定められている。 

・指定品目を一定以上含むものや、強酸・強アルカリに類するものは特別管理産

業廃棄物に区分されることがある。 

塗料 

ペンキ 

・産業廃棄物の場合は、許可のある産業廃棄物処理業者に処理を委託する。 

・一般廃棄物の場合は、少量なので中身を新聞等に取り出し固化させてから可燃

ごみとして処理し、容器は金属ごみまたはプラスチックごみとして処理する。 

・エアゾール容器は穴を開けずに中身を抜いてから容器を金属ごみまたはプラス

チックごみとして処理する。 

廃電池類 ・仮置場で分別保管し、平常時の回収ルートにのせる。 

・水銀を含むボタン電池等は、容器を指定して保管し回収ルートが確立するまで

保管する。 

・リチウム電池は発火の恐れがあるので取扱いに注意を要する。 

廃蛍光灯 ・仮置場で分別保管し、平常時の回収ルートにのせる。 

・破損しないようドラム缶等で保管する。 

高圧ガスボンベ ・流出ボンベは不用意に扱わず、関係団体に連絡する。 

・所有者が分かる場合は所有者に返還し、不明の場合は仮置場で一時保管する。 

カセットボンベ 

スプレー缶 

・内部にガスが残存しているものは、メーカーの注意書きに従うなど安全な場所

及び方法でガス抜き作業を行う。 

・完全にガスを出し切ったものは金属くずとしてリサイクルに回す。（穴を開け

なくてもよい。） 

消火器 ・仮置場で分別保管し、日本消火器工業会のリサイクルシステムルートに処理を

委託する。 

・特定窓口、指定取引場所の照会 ⇒ ㈱消火器リサイクル推進センター 

 （https://www.ferpc.jp/recycle/index.html） 

  資料：環境省 災害廃棄物対策指針 「技術資料 24-15 個別有害・危険製品の処理」 

  ※石膏ボードの水濡れ（硫化水素が発生するおそれあり）、太陽光発電設備への日射（発電による

感電のおそれあり）・水濡れ（感電するおそれあり）を防止するために防水シート等を準備して

おく。 

  《参考資料》 

●環境省 災害廃棄物対策指針 

・フロンガス封入機器（冷蔵庫、空調機等） ⇒ 「技術資料24-6「家電リサイクル法対象

製品の処理」 

・アスベスト ⇒ 「技術資料24-14 廃石綿等・石綿含有廃棄物の処理」 

・太陽光発電設備 ⇒ 「技術資料24-16 太陽光発電設備の取扱いについて（被災した太

陽光発電設備の取扱い上の留意事項）」 

●環境省 太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン 第三版 

 

https://www.ferpc.jp/recycle/index.html
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（7）思い出の品等の保管・処理 

 【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 写真や位牌などの個人にとって価値があると認められるもの（思い出の品）

は、廃棄に回さず回収し、保管する。 

 回収した思い出の品等は、可能な限り所有者に引き渡す。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□撤去作業や仮置場での分別作業中に発見された思い出

の品等については、可能な限り分別し回収する。 
 ※回収対象としては、位牌、アルバム、卒業証書、賞状、成績

表、写真、財布、通帳、手帳、ハンコ、貴金属類、ＰＣ、

ＨＤＤ、携帯電話、ビデオ、デジカメ等が想定される。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□思い出の品等を保管する場所を確保する。 
 ※個人情報も含まれるため、保管・管理には配慮が必要とな

る。 

 ○ ○ ○ 

廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□所有者が不明な現金や貴重品（株券、金券、商品券、古

銭、貴金属等）は、速やかに警察に届け出る。 
※遺失物法等の関連法令での手続きや対応を確認しておく必

要がある。 

 ○ ○ ○ 

廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□思い出の品については、土や泥がついている場合は、洗

浄、乾燥し、自治体等で保管・管理する。 

□思い出の品の発見場所や品目等を整理した管理リスト

を作成する。 

   ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□閲覧や引き渡しの機会を作り、持ち主に戻すことが望ま

しい。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

保管場所  
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５ 支援要請及び受援体制の構築 

 

《共通事項》 
廃棄物処理に係る被災市町村の支援可能なメニューは、下記のように整理される。 

その他、災害対応全般に係る人的支援は、災害直後から防災部局を中心とした支援が行わ

れる。 

※平時から自らの組織でできることとできないことの整理、不足する人員（人数、必要スキ

ル、必要期間）、役割分担の明確化、必要資機材等の整理を行っておくことが望ましい。 

 

○ 廃棄物処理に係る支援メニュー 

支援先 支援の内容 要請ルート 

県
と
の
協
定
締
結
団
体 

（一社）岡山県産

業資源循環協会 

・災害廃棄物の撤去 

・災害廃棄物の収集・運搬 

・災害廃棄物の処分 

・上記に伴い必要な事業（仮置場設置・

管理運営含む。） 

市町村→県→支援先 

※初動期は市町村から支

援窓口へ直接要請も可 

岡山県環境整備

事業協同組合 

・災害し尿等の収集運搬に係る人員・資機

材の提供 

市町村→県→支援先 

（一社）岡山県浄

化槽団体協議会 

・浄化槽の緊急点検 

・浄化槽の復旧作業のうち簡易なもの 

・浄化槽の被害状況調査の実施及び集計 

・浄化槽に関する住民相談の実施 

・その他浄化槽の点検等に関し必要な作業 

市町村→県→支援先 

環境省（人材バンク、

D.Waste-Net） 

・災害廃棄物処理経験を有する人員による

助言等 

 ※県内の特定地域に甚大な被害がある場合

であっても、県内の他市町村にも被害がある

場合は、特定地域の市町村ではなく、県庁に

おいて国の支援を受け入れる。 

市町村→県→環境省中国

四国地方環境事務所→支

援先 

環境省（中国ブロック

協議会） 

・災害廃棄物に係る人員（事務系、廃棄物

系技術者、土木系技術者等） 

・災害廃棄物の処理に必要な車両・資機材 

・県外廃棄物処理施設での受入 

市町村→県→環境省中国

四国地方環境事務所→支

援先 

県内市町村 

 

・廃棄物処理施設での受入等 市町村→（県→）支援先 

自衛隊 ・災害廃棄物の撤去等 

※公共性、緊急性、非代替性を考慮 

※「災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マ

ニュアル」（環境省・防衛省）参照 

市町村→県→環境省中国

四国地方環境事務所（本

省）→支援先 

市町村社会福祉協議会

を通じたボランティア 

・災害廃棄物の撤去等 

※社会福祉協議会を通じて、ボランティア

へのごみの分別、排出方法、仮置場への

持込みルール等を周知する。 

市町村→支援先 

※ボランティアは被災者

の支援が目的であること

に留意する。 
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(1) 支援要請及び受援体制の構築 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 被災状況、処理体制等から、支援要請の必要性を検討し、支援を要請する。 

 事務職員/技術職員/現場対応者等の区分に応じた応援を要請する。 

 受援に係る適切な体制を確立する。 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(統括担当) 

□被害状況をふまえ、他の自治体からの支援の必要性を判

断する。 
 ※自らの組織で対応可能なことを整理し、支援が必要な内容

を可能な限り具体的に（人員のスキル、人数、資機材の数）

整理する。 

【参考】 

  平成30年７月豪雨災害における倉敷市の状況 

・災害対応にあたった職員数は発災２日後から60名程度。 
  ※詳細は「平成３０年７月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録」を参照 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□支援が必要な場合、近隣市町村等、直接支援を依頼でき

る市町村等へ支援を要請する。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□（民間事業者団体等と応援協定を締結している場合）協

定締結団体に、支援要請をする。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□近隣市町村等の支援では不足する、あるいは近隣市町村
等が支援できない場合、県（県民局）に様式９を用いて
支援要請する。 

 ※県（県民局）への人的支援要請については、県職員の派
遣（助言）、環境省（中国ブロック協議会）及び災害廃
棄物処理支援員制度の支援について要請する。 

 ※必要に応じて危機管理部局と調整する。 
 ※環境省（中国ブロック協議会）での支援の可能性がある

ときは、「応援要請様式（被災市町村→被災県）」（様
式１０）及び「【被災市町村用】応援要請リスト」（様
式１１）に必要事項を記載し、県（県民局）へ送付する。 

 ○ 〇  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□応援職員への支援依頼事項を整理する。（事務職員/技

術職員/現場対応などの区分も行う） 

 ○ 〇  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□危機管理部門と必要な調整をする。（支援受入れ人数・

内容・場所等の確認） 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□応援職員、車両等資機材の受入れ場所を確保する。 
 ※執務スペース（通信環境、プリンターありが望ましい。）、

駐車場、給油所、洗車場、支援場所に関する地図等の情報 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 
□受入に必要な物品を調達する。 
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《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

応援職員活動場所 会議室等（必要に応じて本庁舎外の場所も検討） 

様式９「被災市町村支援要請内容」※ 様式編 

様式10「応援要請様式（被災市町村→

被災県）」※ 
様式編 

様式11 ※ 様式編 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 
別紙１「関係連絡先リスト」 

協定締結先団体 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

応援協定締結先 （廃棄物処理関連の応援協定があれば記入） 

代替庁舎等提供協定締結先 （代替庁舎等の提供協定があれば記入） 

《受援業務》 

主な受援業務は、次のものである。 

業務内容は本ガイドライン中の各項目を参照する。 

「２ 情報収集・連絡」 

「３ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬体制の確保」 

「４ 災害廃棄物の処理体制の確保」 

「６ 損壊家屋等の公費解体」 

「７ 災害廃棄物処理対応の記録」 

「８ 災害等補助金申請」 

 

受援に当たっては、受援側と応援側の役割分担を明確にし、１日の流れ（下記参照）を毎

日確認しながら受入れを行っていく。 
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■活動の１日の流れ（典型的な流れ） 
 

区分 受援側 応援側（他市町村等） 

準備 

↓ 

・当日の作業スケジュール

確認 

― 

会議・打合せ 

↓ 

・スケジュール共有 

・担当表確認 

・当日担当業務の確認 

主な活動 

↓ 

・整理資料の確認 

・追加調査・情報収集の必

要性判断 

・現場の情報収集 

・記録・資料整理 

・欠落情報の抽出 

１日の報告・情報共有 

↓ 

・作成資料の受領 

・業務日報受領、留意点等

共有 

・作成資料の引渡 

・業務日報作成、留意点等共

有 

とりまとめ 

↓ 

・全体の進捗確認 ― 

翌日作業設計 

 

・翌日の作業スケジュー

ル、体制の確認 

― 
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 (2) 環境省（D.Waste-Net）への支援要請 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 専門的な内容に関する助言等の支援要請を行う。 

 受援に係る適切な体制を確立する。 

  ※D.Waste-Netによる支援等は、市町村の対応状況等を踏まえ、要請がなくても、 

   自主的に支援を行う場合がある。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 

廃棄物部局 

(統括担当) 

(総務担当) 

□国（D.Waste-Net）からの支援が必要なときは、県に要

請する。 

※県内の特定地域に甚大な被害がある場合であっても、県

内の他市町村にも被害がある場合は、特定地域の市町村

ではなく、県庁において国の支援を受入れる。 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□庁舎内に国の支援チーム（D.Waste-Net）が入る場合

は、受入れ場所を確保する。（会議室等） 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 
□受入に必要な物品を調達する。 
 ※提供する情報の整理、地図等の準備含む。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

支援チーム活動場所 会議室等（必要に応じて本庁舎外の場所も検討）  

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

代替庁舎等提供協定締結先 （代替庁舎等の提供協定があれば記入） 
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 県、市町村、国、関係事業者団体等による会議の開催（必要に応じて） 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 仮置場管理等災害廃棄物処理、災害等補助金制度及び公費解体等のほか、県の方

針伝達及び調整等を行うため、必要に応じて県、被災市町村、環境省等による会

議を開催する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□県から会議開催の連絡を受領する。 
 ※状況に応じ市町村から会議の開催等を要望することも考え

られる。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 
□議事内容を確認の上、事前質問を行う。 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 
□会議出席後、内容を組織内で共有する。 
 ※会議出席後に疑義等が生じた際は、県等に確認を行う。 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁、県民局）、県内市町村、一部事務組合 別紙１「関係連絡先リスト」 
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６ 損壊家屋等の公費解体 

（1）公費解体に係る方針決定 

①公費解体に係る方針検討 

 【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 公費解体の対象と実施方法を検討する。 
 外部委託を含め円滑に公費解体を実施するための体制を検討する。 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(統括担当) 

(総務担当) 

□国の方針を踏まえ、公費解体の対象を決定する。 
 ※特定非常災害に指定された場合等、半壊家屋の解体撤去が

補助対象となる場合もあるので通知等を確認する。 

 ※県等が開催する会議・説明会がある場合は、出席し情報収集

する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□被害認定調査結果等をもとに、公費解体の対象数（概ね

の事業規模）を想定する。 
【参考】 

熊本地震時おける益城町の状況 

  ・被害認定調査で全壊判定家屋の９割と半壊家屋の４割の合計 

  平成30年７月豪雨災害における倉敷市の状況 

・被害認定調査で全壊判定家屋の５割と半壊家屋の２割５分の合計 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(統括担当) 

(総務担当) 

□解体申請に係る事務処理業務（内容審査、費用積算、コ

ールセンター）及び現地調査業務などについて必要に応

じて外部委託を検討する。 
※解体に係る直接的な業務のほか、相談等の電話対応に係る

コールセンター業務も、人材派遣会社等への委託を検討する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□外部委託を行う場合は当該契約を締結する。 
《費用積算例》 

・事務処理センター業務：発注者支援業務積算基準 

・現地調査業務：用地調査等業務費積算基準 

・解体撤去業務：対象件数に応じて発注方法を含めて検討が

必要 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□受付業務等の対応は、他自治体からの応援職員での対応

も検討する。 

《参考資料》 

 公費解体・撤去マニュアル（環境省） 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁、県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 



Ⅲ 市町村ガイドライン 

６ 損壊家屋等の公費解体 

56 

 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（解体業協会、建設業協会等） （締結している協定があれば記載する） 

 

○公費解体の実施スキーム及び公費解体等実施の流れ 

  【熊本地震（熊本県益城町の例）】 

 

〈公費解体事務処理フロー〉 

 

資料：熊本県益城町「平成 28 年熊本地震による益城町災害廃棄物処理事業記録」平成 30 年３月 
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市 申請者 コンサルタント 解体業者

申請

申請受付（書類審査）

解体業者の選定（入札） 解体業者の決定

解体・撤去

事前立会（アスベスト事前調査を含む）

完了立会

契約締結契約締結

事前立会情報の報告

解体・撤去決定通知書の作成

完了報告書の作成

完了報告書の確認

解体・撤去費用の本算定

本算定資料の確認

解体・撤去完了通知書の作成

解体・撤去費用の確定

解体・撤去費用の支払

解体・撤去費用の請求

契約締結契約締結 ※被災家屋等解体・撤去管理業

務委託契約

※被災家屋等解体・撤去現場調

査業務委託契約

※被災家屋等解体・撤去処理業

務委託契約

解体・撤去費用の仮算定

解体・撤去完了通知書の受領

検査合格通知書の作成 検査合格通知書の受領

解体・撤去決定通知書の受領

【平成 30 年７月豪雨災害（倉敷市の例）】 

 〈公費解体事務処理フロー〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：平成 30 年７月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録 
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〈自費解体事務処理フロー〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：平成 30 年７月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録 
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②公費解体に係る要綱等作成 

 【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 実施要綱や申請書各種様式を作成する。 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□国や県の情報提供をもとに実施要綱や申請書各種様式

を作成する。 

 

【作成すべき申請書等一覧】 

①損壊家屋等の解体等事業実施要綱 

②被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する申請書 

③委任状（代理申請の場合） 

④確約書 

⑤同意書（申請者のほかに共有者が存在する場合や抵当

権者が存在する場合 

⑥誓約書 

⑦損壊家屋等の解体・撤去に係る決定通知書 

⑧損壊家屋等の解体・撤去証明書 

 

《参考資料》 

  ○環境省中国四国地方環境事務所 倉敷市 

   「平成30年７月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録」 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁、県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 
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③公費解体に係る施工単価設定及び解体業者契約方法検討 

 【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 国が示した算定基準に基づき県が算定した単価等を参考に、解体撤去単価を定

める。 

 公費解体件数が多い場合は、個別契約ではなく、地区別（グループ単位）等で

の契約や解体工事協会・建設業協会などとの単価契約方式による委託等も検討

する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□国が示した算定基準に基づき県が算定した単価等を参

考に、解体撤去単価を定める。 
 ※補助金の活用に支障がないよう、数量、単価根拠を整理す

る。 
□実勢価格に変動がある場合は、必要に応じて単価改定も

検討する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□公費解体想定数と事務処理に対応できる人員の想定か

ら、発注方法を検討する。 
 ※災害廃棄物処理事業で実施する場合、解体行為を伴うとし

ても「廃棄物の撤去」と解されるので、再々委託できない

ことに注意する。 

【方法例１】 

・地区別に入札を執行する。 

（原則受付順とし、10～30件程度をひとつのグルー

プとして設定し、順次入札する。） 

【方法例２】 

・解体工事業協会等へ発注管理を含めて一括発注（随意

契約）する。 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁、県民局） 別紙１「関係連絡先リスト」 

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（解体業協会、建設業協会等） （締結している協定があれば記載する） 
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④解体後物（家屋解体廃棄物）等の処分方法検討 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 解体後物（家屋解体廃棄物）の処分先等を検討する。 

 解体家屋内部残置物、地下埋設物、ＰＣＢ廃棄物等に関する対応方針を検討す

る。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(統括者) 

(災害ごみ担当 ) 

□解体後物（家屋解体廃棄物）の処分先等を検討する。 
 ※処理業者への直接搬出又は、仮置場で一定量集積後に搬出

など、費用比較、解体現場の立地条件等から検討する。 

 ※処理業者の受け入れ条件に応じた仮置場での中間処理を検

討する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□公費解体の補助対象とならない内部残置物（解体対象家

屋等の内部に残存している家財道具や家庭ごみ等）や原

則対象とならない地下埋設物、庭木、ブロック塀等の取

扱いについて事前に検討する。 
※内部残置物は公費解体の対象外のため、原則、排出者（家

屋所有者等）に処分を依頼する。難しい場合は、ボランテ

ィアによる運び出しや、内部残地物の撤去のみ、別途解体

業者と私費契約を締結してもらい処分等を行ってもらう必

要がある。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□災害廃棄物の中には、有害物質であるＰＣＢを含む機器

（変圧器、コンデンサー等）が混入している場合がある

ため、その取扱いについて事前に検討する。 
※現場においてＰＣＢの含有有無の判断がつかない場合は、

ＰＣＢ廃棄物とみなして分別する必要がある。 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

（ボランティアセンター 

（社会福祉協議会）） 

 

（解体業協会、建設業協会等）  

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（ボランティアセンター 

（社会福祉協議会）） 

（締結している協定があれば記載する） 

（解体業協会、建設業協会等） （締結している協定があれば記載する） 
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（2）住民への広報等 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 公費解体の実施、窓口の設置に関する広報を行う。 

 公費解体の実施に関する説明会等を開催する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□公費解体の実施、窓口の設置に関して住民に広報する。 
※広報は可能な限り多くの手段を用いて実施すること。 

【広報手法・媒体例】 

・自治体ホームページ 

・自治体広報誌 

  ・回覧板 

・避難所へのチラシ 

・地元ラジオ局、ケーブルテレビ局 など 

 【特に周知すべき事項】 

  ・申込方法 

  ・申込時期 

  ・申込場所 

  ・必要書類 など 

※自費解体にあたっては、家屋の被災状況、解体作業前・作

業中・作業後の写真が必要になる旨を周知。 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

(総務担当) 

(災害ごみ担当 ) 

□公費解体の実施に関す説明会を行う。 
※説明会は複数日、複数時間帯による実施が望ましい。 

（例：域内３箇所×各２日間×各２回、計１２回など） 
※被災状況によっては、戸別訪問による対応も検討する。 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

地元ラジオ局、ケーブルテレビ局等  

《協定締結先》 

団体名、機関名 根拠協定 

（地元ラジオ局、ケーブルテレビ局等） （締結している協定があれば記載する） 
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（3）申請受付 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

・円滑、確実、効率的に受付ができる方法を検討する 

・大量の申請が集中することが見込まれる場合は、書類の事前配布や特設会場の設

置などの工夫を行う。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

   ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□受付実施期間を検討する.。 

（例）り災証明書の判定結果の確認を要する場合、り災証

明書発行後の受付となる。 

   ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□申請受付方法を検討する 

※大量の申請が集中することが見込まれる場合、実施方

法を工夫する。 

（例） 

・申請書類の事前配布（避難所への案内等） 

・申請受付特設会場の設置（庁舎以外の広いスペース

等） 

・予約票に基づく受付日設定 

・受付担当人員の確保（応援職員による対応） 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

受付会場 広いスペースが確保できることが望ましい 
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（4）建物確認・調査 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 申請書の内容と現場の解体対象が一致しているか確認を行う。 

 ２次被害等の発生も想定した順序の検討 

※人材バンク等の活用を検討する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□申請書の確認を行う。 

・申請書や添付書類の不足の有無などを確認する。 

・抵当権の設定有無についても再確認する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□事前立合いを行い、立合い確認書を作成する。（所有者

（または代理人）、解体業者、市町村（またはコンサル

タント）が一堂に会し実施する。） 

・解体撤去の対象となる家屋等と解体撤去しない家屋

等の選別 

・解体対象家屋等の測量（公募との違い等の再確認） 

・有資格者によりアスベスト事前調査の実施 

・解体重機搬入経路等の確認 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□解体順を検討する。 
【考え方】 

・受付順 

・幹線道路沿い 

・隣家等に２次被害を及ぼす可能性の有無 

・隣家を解体するうえで、重機の搬入等の都合から、あわ

せて解体する必要性の有無 

□危険家屋かの判断は、行政区委託職員（区長等）などか

らの情報も踏まえ検討する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□解体撤去決定通知書を発行する。（市町村→申請者） 
・解体業者、着工・完了予定などの通知 

 

 ※実施にあたっては、人材バンクの活用や専門業者への委託を検討する。  
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(5) 解体の実施 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 立ち合い確認書どおり解体工事が施工されていることを確認する。 

 施工状況を把握する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□解体工事を行う。 

・立ち合い確認書に基づき解体工事を実施 

※作業前・作業中・作業後の写真撮影の実施 

※建物滅失登記の実施 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□完了立ち合いを行う。（所有者（または代理人）、解体

業者、市町村（またはコンサルタント）が一堂に会し実

施する。） 

・解体工事の施工状況の確認 

・施工不良の場合、是正措置の実施 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□完了報告書を提出する。（解体業者→市町村） 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 
□完了通知（解体証明）を発行する。（市町村→申請者） 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(災害ごみ担当 ) 

□毎月の解体申請件数と実績件数を「解体進捗チェック

表」（様式１２）に集約する。 

□収集した情報を県や関係団体と共有する。 

 ※県（県民局）への報告は、「解体進捗チェック表」（様

式１２）を使用する。 

 ※報告の頻度は、県からの指示によるものとする。（月1回程度） 

   

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

様式12「解体進捗チェック表」※ 様式編 
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７ 災害廃棄物処理対応の記録 

(1)災害廃棄物処理対応の記録 

①災害廃棄物処理対応の記録、整理及び検証 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害廃棄物処理対応終了後に災害廃棄物処理計画や本ガイドラインの見直し等

のため、処理に係る記録を整理することを想定して、災害廃棄物処理に係る対応

を行った職員は、対応状況について記録を残す。 

 特に、発災直後の混乱期の資料が失われやすいので意識して残す。 
 災害査定で写真は重要な資料となるので、災害廃棄物の発生状況等発災直後から

必ず撮影する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(各担当) 

□災害廃棄物処理に係る対応を行った職員は、対応状況に

ついて、日時・対応者・具体的な対応内容（報告・連絡・

調整の相手先・内容、職員の派遣先・対応内容等）につ

いて、可能な限り全て記録を残す。（独自に記録用の様

式があればそれに記載し、無い場合は様式１３を参考と

する） 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(各担当) 

□被災地での対応にあたった場合には、被災状況や対応状

況を写真に撮って記録する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□記録した内容について、後から対応者以外が見てもわか

るよう、記録として編集する。 

（対応後の時間の経過とともに資料の散逸や、記憶の忘

却などが起こるため、都度、可能な限り早期に編集す

る。） 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

カメラ 課内 

（独自の様式がない場合） 

様式１３「災害廃棄物処理記録」 

様式 
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８ 災害等補助金申請 

(1)災害査定 

①証拠となる書類の作成・収集、災害報告書の作成 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 「廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金交付要綱」及び「災害等廃棄物処理事

業費補助金交付要綱」等に基づく国庫補助にかかる環境省（地方環境事務所）

の災害査定を受けるために、災害報告書を作成する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

 ○ ○ ○ 
廃棄物局 

(総務担当) 

□災害査定報告書の作成に向けて、補助金対象となる業務

は、証拠となる書類等を残しておく。 

・災害時の気象データ 

・写真（被害状況、災害廃棄物の排出状況、収集運搬に

おける人員や使用資機材が確認できるもの、収集作業

や家屋等の解体工事において、作業前・作業中・作業

後の状況がわかるもの、仮置場の状況が確認できるも

の。撮影日時・場所がわかるようにする。） 

・事業費算出の根拠資料 

- 積算単価の根拠：三者見積、市町村の土木単価 

- 員数（件数）の根拠が確認できるもの： 

作業日報、重機の運行記録、伝票等 

-  その他、委託契約書・請求書・受領書など 

 ○ ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□県に対し、査定の時期を確認し、査定から逆算した作業

工程を作成して対応にあたる。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□し尿処理施設・ごみ処理施設の被災状況及びその復旧工

事の状況を踏まえ、被災した廃棄物処理施設の復旧に係

る国庫補助事務に関する報告書を作成する。 

□ごみ・し尿処理に係る計画及びその実施状況、災害廃棄

物処理実行計画等を踏まえ、災害廃棄物の処理事業に係

る国庫補助事務に関する報告書を作成する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□報告書作成にあたっては、「災害関係業務事務処理マニ

ュアル」や環境省中国四国地方環境事務所が作成してい

る報告書作成の見本となる模擬書を参考とする。 

また、県が主催する市町村向け説明会に出席し、報告書

の作成に関する留意事項等を確認する。 

□報告書の作成に関して疑義・不明点等がある場合、県（循

環型社会推進課）または環境省中国四国地方環境事務所

に問い合わせる。 
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《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

災害関係業務事務処理マニュ

アル 

環境省ホームページ 

模擬書 環境省中国四国地方環境事務所 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁）、環境省中国四国

地方環境事務所 

別紙１「関係連絡先リスト」 
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② 災害査定対応 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害等廃棄物処理事業費補助金に係る災害査定を円滑に行い、補助金の交付を受

けることができるよう、災害報告書について県・環境省中国四国地方環境事務所

との事前調整等を実施し、査定の日程・場所等の調整を行う。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□災害報告書の模擬査定について、県（循環型社会推進課）

及び環境省中国四国地方環境事務所と日程を調整する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□模擬査定実施前にあらかじめ災害報告書案を県（循環型

社会推進課）に送付し、内容について助言を受けた修正

を行う。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□模擬査定を受け、指摘を受けた事項にかかる修正を行

う。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 
□査定の日時が決まったら、会場の確保を行う。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 
□査定を受ける。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

災害関係業務事務処理マニュアル 環境省ホームページ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁）、環境省中国四国地方環境

事務所 

別紙１「関係連絡先リスト」 
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（2）交付申請等 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害等補助金を受領するために、県を通じて交付申請書を環境省へ提出する。 

 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□環境省より限度額通知を受領したら、県（循環型社会推

進課）を通じて、補助金交付申請書（兼実績報告書）を

環境省（本省）あてに提出する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□申請を受けて、環境省（本省）が、県を通じて、交付決

定通知書（兼額の確定通知書）を送付する。市町村は、額

の確定通知後、県（循環型社会推進課）に対して補助金を

請求し、県からの支払を受ける。 

 

《必要資源（資機材等）》 

必要資源（資機材等） 保管場所・確保先・確保方法 

災害関係業務事務処理マニュアル 環境省ホームページ 

 

《連絡先》 

連絡先 防災行政無線、電話、ＦＡＸ、メール 

県（本庁）、環境省中国四国地方環境

事務所 

別紙１「関係連絡先リスト」 
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９ 災害廃棄物の処理に関する事務の委託 

（1）事務委託手続 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 県に災害廃棄物処理に関する事務を委託する場合、地方自治法第252条の14の

規定により県との協議の上、規約を定める。 

 規約については、市町村及び県、双方の議会の議決が必要となる。 

【実施手順】 

時期 

実施主体 業務内容の詳細、留意事項 
プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復
旧
・
復
興 

  ○ ○ 

廃棄物部局 

（統括者） 

(総務担当) 

□事務委託の必要性が考えられた時には、直ちに県（循環

型社会推進課）と協議を開始する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□包括的な規約を作成する。 

・規約は、市町村及び県の事務負担を軽減するため、災

害廃棄物の種類、量が変化しても対応できる包括的な

内容とし、詳細は別途協議により対応する。 

・想定される事務の内容 

 災害廃棄物の収集運搬 

仮置場の設置、管理及び運営 

災害廃棄物の処分 

災害廃棄物処理実行計画の策定 
※別途協議においては、処理等の責任が曖昧にならないよう

委託範囲を明確に決定しておく必要がある。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

□県に事務を委託する場合、災害廃棄物処理に必要な予算

を確保する。 

・予算については、財政当局との連携を密に行い、直ち

に事業が行えるよう、迅速かつ適切に確保する必要が

ある。 

・なお、県（循環型社会推進課）とは十分に調整を行い、

双方の合意が得られたものとしておくこと。 

  ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

□議決手続を行う。 

・規約の議決に合わせて、市町村及び県、双方で事務受

託の執行に係る補正予算についても議決が必要とな

ることに留意する。 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 
□廃棄物の種類別処理方法等については別途協議する。 
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《事務委託イメージ》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《事務委託手順》 

市町村 県 

  

 

  

市町村と県の事前協議 

議会議決 又は 専決 議会議決 又は 専決 

  

事務委託（受託）の協議・決定 

告示 告示 
委託の届出 

 

県 市町村 国（環境

省） 

受託（災害廃棄物の処理） 

委託（経費の負担） 

規約 

 

国庫補助 

 

別途協議 

・対象廃棄物 

・委託の範囲 

・経費の額等 

・その他 

規約 



Ⅲ 市町村ガイドライン 

10 広報（再掲） 

73 

 

10 広報（再掲） 

 

【業務の基本的な考え方・実施目的】 

 災害廃棄物の処理にあたって住民等への伝達・発信すべき情報は、対応時期によ

って異なる。 

 対応時期に適切な伝達・発信を行い、住民等の混乱を防ぎ、迅速に対応する。 

 

時期 

実施主体 広報媒体 広報内容 

市町村 

ガイドライン 

対応箇所 

プ
レ
初
動 

初
動 

応
急 

復 
旧 
・ 
復 
興 

○    
廃棄物部局 

(総務担当) 

・ホームページ 

・公共施設への貼り

出し 

・広報媒体 

・生活ごみの分別方法 

・仮置場での受入品目・

分別方法 

・留意事項 等 

 

 ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

・広報車 

・ホームページ 

・公民館等の公共機

関避難所への貼り

出し 等 

・生活ごみの収集日 

・生活ごみの収集運搬

ルート 

・生活ごみの分別方法 

３ （１）② 

P24 

 ○ ○  
廃棄物部局 

(総務担当) 

・広報車 

・ホームページ 

・公民館等の公共機

関避難所への貼り

出し 等 

・仮置場の開設予告 

・仮置場での受入品目・

分別方法 

４（２）② 

P33 

 ○ ○   
廃棄物部局 

(総務担当) 

・広報車 

・ホームページ 

・避難所での周知 

・回覧板 

・広報誌 

・防災無線 

・ＳＮＳ 等 

 

・仮置場の開設日時 

・仮置場の名称、住所 

・仮置場の受入時間、受

入日（曜日）、受入品

目・分別区分 

・災害廃棄物であるこ

との確認方法 

・搬入時の注意事項、問

い合わせ先 

４（３）③ 

P39 

  ○ ○ 
廃棄物部局 

(総務担当) 

・ホームページ 

・避難所での周知 

・広報誌 

・回覧板 

・地元ラジオ、ケー

ブルテレビ局 等 

 

・公費解体の申込方法 

・公費解体の申込時期 

・公費解体の申込場所 

・公費解体の必要書類 

         等 

６（２） 

P62 

 


